
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 172,217 158,840 179,691 255,840

事業費

の内訳

令和3年度決算

・普及啓発費、補助金受付業務：６，８５２千円
・補助金事業：市民向け補助１３９，６１２千円、ＺＥＢ、ＺＥＨ－Ｍ設計支援補助１４，１００千円
・市民、中小企業者向け融資の過年度分の預託金及び利子補給金：９千円
・事務費：１，０８４千円　・会計年度職員経費：２，１９４千円

令和4年度予算

・普及啓発費、補助金受付業務：１０，１３５千円
・補助金事業：市民向け補助１８５，５８０千円、ＺＥＢ、ＺＥＨ－Ｍ設計支援補助４０，０００千円
・事務費：１，９３６千円　・会計年度職員経費：２，３４９千円

人工 2.1 2.2 2.2 2.2

人件費 15,120 15,840 15,840 15,840

事業費 157,097 143,000 163,851 240,000

うち特定財源 5,462 159 183 315

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

地球温暖化対策の推進に関する法律、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法
（再生可能エネルギー特別措置法）、札幌市環境基本条例

他都市の状況

多くの都市で、太陽光発電をはじめとした再エネ・省エネ機器に対する補助を行っている。
東京都、京都市などの都市でリース契約を用いた初期費用がかからない再エネ機器導入事業を行っている。

実施結果

令和３年度（２０２１年度）の補助実施件数は、①再エネ省エネ機器導入補助が１，０６３件、②再エネ機器導入初
期費用ゼロ事業補助が１５件、③ＺＥＢ・ＺＥＨ‐Ｍ設計支援補助が７件であった。
なお、①再エネ省エネ機器導入補助及び②再エネ機器導入初期費用ゼロ事業補助の実績により、２，１０３ｔのＣＯ
２排出量削減の効果があった。

事業実施における
工夫点

再エネ・省エネ機器の必要性や各補助制度に対する認知度を向上させるため、広報や啓発イベント等を実施し
た。

対象者 市民、事業者 開始 平成20 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

防災の視点も持ちながら、住宅への太陽光発電や省エネ機器、ゼロエネルギーマンション（ＺＥＨ－Ｍ）、ゼロエネ
ルギービル（ＺＥＢ）の普及を図る。

長期

脱炭素社会の実現を目指し、家庭部門での化石燃料利用の削減、太陽光発電などの再エネの導入拡大及び省エ
ネ住宅の普及を図る。また、同時に災害時における停電対策としての強靭化も目指す。

取組内容

脱炭素社会の実現のため、さらなる再エネ・省エネ機器の導入拡大を目指し、市民に対して、太陽光発電設備や
蓄電池等の設置費用の一部を補助するとともに、導入の初期費用がかからないリース等を用いた太陽光発電設
備等の導入に対しても補助を実施する。また、ビルや集合住宅に対して、徹底した省エネ化を進めるため、ＺＥＢや
ＺＥＨ－Ｍの建設に必要な設計費に対して補助を行う。
①再エネ省エネ機器導入補助②再エネ機器導入初期費用ゼロ事業補助③ＺＥＢ、ＺＥＢ－Ｍ設計支援補助
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◎検証（振り返り）

□ 企画 ■ 実施 □ 評価 □ 対象外 □ 回答 ■ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ● 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
再エネ・省エネ機器の導入促進に向け、本補助制度の運用は有効な手段である。対象機器の補助金額や条
件等については毎年見直しを行い、より効果的なものになるよう工夫している。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

脱炭素社会の実現のため、さらなる再生可能エネルギーの導入拡大を目指すとともに、非常時にも電気が
利用できる自立分散型電源としての理解度の向上を目指し、継続して補助事業を行う。

予算
市場動向や国の政策を踏まえ、より多くのニーズに応えるため、補助
金額の見直しを行う。 見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

再エネ省エネ機器の設置が年度末となった方も補助金の交付申請が
できるようにするため、令和４年度は前年度末（令和３年３月１２日以
降）に設置した機器も補助の対象とするよう見直しを行った。

見直し効果額
（前年度）

0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

再エネ省エネ機器導入補助制度について、工事の遅れ等の理由により補助対象機器の設置が３月頃となっ
た場合、現在の要綱では市民からの補助金の申請や市からの補助金の交付が難しいため、申請に係る期
間や補助対象機器の設置時期に係る要件を見直す必要がある。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

再エネ省エネ機器導入補助については、多数の補助申請が寄せられることから、効率的な業務
執行のため、問い合わせ対応や申込受付業務を委託している。
ＺＥＢ・ＺＥＨ‐Ｍ設計支援補助は対象者が限られることから、委託を行わなくても効率的に実施で
きている。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

再エネ省エネ機器導入補助に応募された方を対象としたアンケートにおいても、補助制度が再エ
ネ・省エネ機器設置への後押しとなったとの評価を得ている。
また、ＺＥＢ・ＺＥＨ‐Ｍ設計補助については、今後補助の活用を予定している事業者から、多数の
問合せが来ており、一定の評価を得ている。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

本市では、平成３０年（２０１８年）のブラックアウト以降、太陽光発電及び蓄電池に関する申請が
年々増加しており、令和３年度（２０２１年度）は、想定を上回る申請があった。そのため、申請者
全員に補助することは出来なかったが、再エネ省エネ機器の普及に一定の効果があったと考え
る。また、ＺＥＢ・ＺＥＨ－Ｍ設計支援補助についても、多くの申請（ＺＥＢが８件、ＺＥＨ－Ｍが１件、
うちＺＥＢ２件が年度末に申請取下）があり、８月末で受付を終了することとなったことから、建築物
の省エネ化に対する関心が高く、ＺＥＢやＺＥＨ－Ｍの普及拡大に効果的であったと考える。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

再エネ・省エネ機器の導入及びＺＥＢ・ＺＥＨ‐Ｍの普及が効果的に図れるよう、機器の普及状況や
アンケートなどから得られる市場実勢価格を勘案して、補助の対象機器や補助金額を年度ごとに
設定している。

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

24%

活動指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

活動指標１

指標名 新築戸建住宅における太陽光発電設置割合

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

16.50% 21% 22.30%


